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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　透過波長範囲が可変である波長選択手段が半導体光増幅器とミラーとの間に設けられた
共振器を備えたレーザ装置の制御方法であって、
　前記共振器の発振波長が前記透過波長範囲のピーク波長または前記透過波長範囲内かつ
前記透過波長範囲のピーク波長よりも長波長側の波長になるように前記波長選択手段を制
御する第１のステップと、
　前記波長選択手段の透過波長範囲を短波長側にシフトさせる第２のステップと、
　前記第２のステップの後に、前記透過波長範囲のピーク波長または前記透過波長範囲内
かつ前記透過波長範囲のピーク波長よりも長波長側において前記共振器が所望の発振波長
を出力しつつ前記所望の発振波長の光強度が所定の値になるように前記波長選択手段を制
御する第３のステップとを含むことを特徴とするレーザ装置の制御方法。
【請求項２】
　前記レーザ装置は、周期的に複数の透過波長範囲を有するエタロンをさらに備え、
　前記第１のステップは、前記波長選択手段の透過波長範囲が前記エタロンの複数の透過
波長範囲のいずれか１つと重複するように前記波長選択手段の透過波長範囲を設定するこ
とにより、前記共振器から所望の波長光を出力させるステップであることを特徴とする請
求項１記載のレーザ装置の制御方法。
【請求項３】
　前記レーザ装置は、前記共振器を共振する光の位相を調整する位相調整手段をさらに備
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え、
　前記第１のステップは、前記共振器を共振する光の位相を前記位相調整手段により調整
することによって前記共振器から所望の波長光を出力させるステップであることを特徴と
する請求項１記載のレーザ装置の制御方法。
【請求項４】
　前記第３のステップの後に、前記共振器が前記所望の波長光を出力し、かつ、前記所望
の波長光の光強度が所定値になるように前記半導体光増幅器の出力強度を変化させる第４
のステップをさらに含むことを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載のレーザ装置の
制御方法。
【請求項５】
　透過波長範囲が可変である波長選択手段が半導体光増幅器とミラーとの間に設けられた
共振器と、前記共振器から出力される光の外部への出力を制御する外部出力制御手段とを
備えたレーザ装置の波長切換方法であって、
　前記共振器の発振波長が前記透過波長範囲内かつ前記透過波長範囲のピーク波長よりも
長波長側である第１の範囲の波長になるように前記波長選択手段を制御する第１のステッ
プと、
　前記第１のステップの後に、前記透過波長範囲のピーク波長または前記透過波長範囲内
かつ前記透過波長範囲のピーク波長よりも長波長側において前記共振器が所望の発振波長
を出力しつつ前記所望の発振波長の光強度が所定の値になるように前記波長選択手段を制
御する第２のステップと、
　前記共振器から出力される光の外部への出力が停止するように前記外部出力制御手段を
制御する第３のステップと、
　前記共振器の発振波長が前記透過波長範囲のピーク波長または前記透過波長範囲内かつ
前記透過波長範囲のピーク波長よりも長波長側である第２の範囲の波長になるように前記
波長選択手段を制御する第４のステップと、
　前記波長選択手段の透過波長範囲を短波長側にシフトさせる第５のステップと、
　前記第５のステップの後に、前記透過波長範囲のピーク波長または前記透過波長範囲内
かつ前記透過波長範囲のピーク波長よりも長波長側において前記共振器が所望の発振波長
を出力しつつ前記所望の発振波長の光強度が所定の値になるように前記波長選択手段を制
御する第６のステップとを含むことを特徴とするレーザ装置の波長切換方法。
【請求項６】
　前記レーザ装置は、周期的に複数の透過波長範囲を有するエタロンをさらに備え、
　前記第４のステップは、前記波長選択手段の透過波長範囲が前記エタロンの複数の透過
波長範囲のいずれか１つと重複するように前記波長選択手段の透過波長範囲を設定するこ
とにより、前記共振器から所望の波長光を出力させるステップであることを特徴とする請
求項５記載のレーザ装置の波長切換方法。
【請求項７】
　前記レーザ装置は、前記共振器を共振する光の位相を調整する位相調整手段をさらに備
え、
　前記第４のステップは、前記共振器を共振する光の位相を前記位相調整手段により調整
することによって前記共振器から所望の波長光を出力させるステップであることを特徴と
する請求項５記載のレーザ装置の波長切換方法。
【請求項８】
　前記第６のステップの後に、前記共振器が前記所望の波長光を出力し、かつ、前記所望
の波長光の光強度が所定値になるように前記半導体光増幅器の出力強度を変化させるステ
ップをさらに含むことを特徴とする請求項５～７のいずれかに記載のレーザ装置の波長切
換方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、レーザ装置、レーザ装置の制御装置、レーザ装置の制御方法、レーザ装置の
波長切換方法およびレーザ装置の制御データに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、半導体レーザを応用した情報処理機器等が開発されている。この半導体レーザに
は、波長の可変性、安定性等の高品質な特性が要求される。そこで、外部共振器系に、透
過波長を制御することができる波長可変手段を備える外部共振器付波長可変レーザが開発
されている（例えば、非特許文献１参照）。この外部共振器付波長可変レーザは、グレー
ティングによって特定の波長の光をゲイン媒体（レーザダイオード）へ反射させる。これ
により、発振波長が可変となる。
【０００３】
【非特許文献１】Ｂｒｏａｄ－Ｂａｎｄ　Ｔｕｎａｂｌｅ　Ｔｗｏ－Ｓｅｃｔｉｏｎ　Ｌ
ａｓｅｒ　Ｄｉｏｄｅ　ｗｉｔｈ　Ｅｘｔｅｒｎａｌ　Ｇｒａｔｉｎｇ　Ｆｅｅｄｂａｃ
ｋ（ＩＥＥＥ　ＰＨＯＴＯＮＩＣＳ　ＴＥＣＨＮＯＬＯＧＹ　ＬＥＴＴＥＲＳ，ＶＯＬ．
２，ＮＯ．２，ＦＥＢＲＵＡＲＹ　１９９０　Ｐ８５～Ｐ８７）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記外部共振器付波長可変レーザは、所望のレーザ発振を行うためには
、波長可変手段の最適な制御を行う必要がある。本発明は、上記問題点に鑑みてなされた
ものであり、所望のレーザ発振を安定的に行うことができるレーザ装置、レーザ装置の制
御装置、レーザ装置の制御方法、レーザ装置の制御データ、レーザ制御方法および波長切
換方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
　本発明に係るレーザ装置の制御方法は、透過波長範囲が可変である波長選択手段が半導
体光増幅器とミラーとの間に設けられた共振器を備えたレーザ装置の制御方法であって、
共振器の発振波長が透過波長範囲のピーク波長または透過波長範囲内かつ透過波長範囲の
ピーク波長よりも長波長側の波長になるように波長選択手段を制御する第１のステップと
、波長選択手段の透過波長範囲を短波長側にシフトさせる第２のステップと、第２のステ
ップの後に透過波長範囲のピーク波長または透過波長範囲内かつ透過波長範囲のピーク波
長よりも長波長側において共振器が所望の発振波長を出力しつつ所望の発振波長の光強度
が所定の値になるように波長選択手段を制御する第３のステップとを含むことを特徴とす
るものである。
【００２１】
　本発明に係るレーザ装置の制御方法においては、共振器の発振波長が透過波長範囲のピ
ーク波長または透過波長範囲内かつ透過波長範囲のピーク波長よりも長波長側の波長にな
るように波長選択手段が制御され、共振器により所望の波長光が出力されつつ所望の波長
光の光強度が変化するように波長選択手段の透過波長範囲が変化する。この場合、ピーク
波長よりも長波長側の光透過度が低下することから、ピーク波長よりも長波長側の不所望
な発振波長の出力が防止される。また、光増幅器のゲインは発振波長の短波長側において
小さくなることから、ピーク波長よりも短波長側の不所望な発振波長の出力が防止される
。したがって、所望の波長になるようにレーザ装置の出力光の波長を効率よく調整するこ
とができるとともに、レーザ装置の出力光の光強度を変化させることができる。その結果
、所望のレーザ発振を安定的に行うことができる。
【００２２】
　レーザ装置は、周期的に複数の透過波長範囲を有するエタロンをさらに備え、第１のス
テップは、波長選択手段の透過波長範囲がエタロンの複数の透過波長範囲のいずれか１つ
と重複するように波長選択手段の透過波長範囲を設定することにより共振器から所望の波
長光を出力させるステップであってもよい。この場合、波長選択手段の透過波長範囲とエ
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タロンの透過波長範囲とが重複する波長範囲の光が出力される。したがって、本発明に係
るレーザ装置は、所望の波長を選択することができる。
【００２３】
　レーザ装置は、共振器を共振する光の位相を調整する位相調整手段をさらに備え、第１
のステップは、共振器を共振する光の位相を位相調整手段により調整することによって共
振器から所望の波長光を出力させるステップであってもよい。この場合、位相調整手段に
より、共振器を共振する光の波長を調整することができる。したがって、所望の波長を選
択することができる。
【００２４】
　第３のステップの後に、共振器が所望の波長光を出力し、かつ、所望の波長光の光強度
が所定値になるように半導体光増幅器の出力強度を変化させる第４のステップをさらに含
んでいてもよい。この場合、本発明に係るレーザ装置は、所望の光強度の光を出力するこ
とができる。
【００２５】
　本発明に係るレーザ装置の波長切換方法は、透過波長範囲が可変である波長選択手段が
半導体光増幅器とミラーとの間に設けられた共振器と、共振器から出力される光の外部へ
の出力を制御する外部出力制御手段とを備えたレーザ装置の波長切換方法であって、共振
器の発振波長が透過波長範囲内かつ透過波長範囲のピーク波長よりも長波長側である第１
の範囲の波長になるように波長選択手段を制御する第１のステップと、第１のステップの
後に、透過波長範囲のピーク波長または透過波長範囲内かつ透過波長範囲のピーク波長よ
りも長波長側において共振器が所望の発振波長を出力しつつ所望の発振波長の光強度が所
定の値になるように波長選択手段を制御する第２のステップと、共振器から出力される光
の外部への出力が停止するように外部出力制御手段を制御する第３のステップと、共振器
の発振波長が透過波長範囲のピーク波長または透過波長範囲内かつ透過波長範囲のピーク
波長よりも長波長側の波長である第２の範囲の波長になるように波長選択手段を制御する
第４のステップと、波長選択手段の透過波長範囲を短波長側にシフトさせる第５のステッ
プと、第５のステップの後に、透過波長範囲のピーク波長または透過波長範囲内かつ透過
波長範囲のピーク波長よりも長波長側において共振器が所望の発振波長を出力しつつ所望
の発振波長の光強度が所定の値になるように波長選択手段を制御する第６のステップとを
含むことを特徴とするものである。
【００２６】
　本発明に係るレーザ装置の波長切換方法においては、共振器の発振波長が透過波長範囲
内かつ透過波長範囲のピーク波長よりも長波長側である第１の範囲の波長になるように波
長選択手段が制御され、その後、透過波長範囲のピーク波長または透過波長範囲内かつ透
過波長範囲のピーク波長よりも長波長側において共振器が所望の発振波長を出力しつつ所
望の発振波長の光強度が所定の値になるように波長選択手段が制御され、共振器から出力
される光の外部への出力が停止するように外部出力制御手段が制御され、共振器の発振波
長が透過波長範囲のピーク波長または透過波長範囲内かつ透過波長範囲のピーク波長より
も長波長側である第１の範囲の波長になるように波長選択手段が制御され、その後、透過
波長範囲のピーク波長または透過波長範囲内かつ透過波長範囲のピーク波長よりも長波長
側において共振器が所望の発振波長を出力しつつ所望の発振波長の光強度が所定の値にな
るように波長選択手段が制御される。この場合、波長選択手段の透過波長範囲が切り替わ
る際にはレーザ装置の外部への光出力が停止される。したがって、不安定な光の外部出力
を防止することができる。また、所望の波長になるようにレーザ装置の出力光の波長を効
率よく調整することができるとともに、レーザ装置の出力光の光強度を変化させることが
できる。その結果、所望のレーザ発振を安定的に行うことができる。
【００２７】
　レーザ装置は、周期的に複数の透過波長範囲を有するエタロンをさらに備え、第４のス
テップは、波長選択手段の透過波長範囲がエタロンの複数の透過波長範囲のいずれか１つ
と重複するように波長選択手段の透過波長範囲を設定することにより、共振器から所望の
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波長光を出力させるステップであってもよい。この場合、波長選択手段の透過波長範囲と
エタロンの透過波長範囲とが重複する波長範囲の光が出力される。したがって、本発明に
係るレーザ装置は、所望の波長を選択することができる。
【００２８】
　レーザ装置は、共振器を共振する光の位相を調整する位相調整手段をさらに備え、第４
のステップは、共振器を共振する光の位相を位相調整手段により調整することによって共
振器から所望の波長光を出力させるステップであってもよい。この場合、位相調整手段に
より、共振器を共振する光の波長を調整することができる。したがって、所望の波長を選
択することができる。
【００２９】
　第６のステップの後に、共振器が所望の波長光を出力し、かつ、所望の波長光の光強度
が所定値になるように半導体光増幅器の出力強度を変化させるステップをさらに含んでい
てもよい。この場合、本発明に係るレーザ装置は、所望の光強度の光を出力することがで
きる。
【発明の効果】
【００３５】
　本発明によれば、所望の波長になるように出力光の波長を効率よく調整することができ
るとともに、出力光の光強度を変化させることができる。その結果、所望のレーザ発振を
安定的に行うことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３６】
　以下、本発明を実施するための最良の形態を説明する。
【実施例１】
【００３７】
　図１は、第１実施例に係るレーザ装置１００の全体構成を示す模式図である。図１に示
すように、レーザ装置１００は、外部共振器部１０、出力部２０、波長モニタ部３０、温
度制御装置４０および制御部５０を備える。
【００３８】
　外部共振器部１０は、半導体光増幅器１１、位相調整器１２、固定エタロン１３、液晶
エタロン１４およびミラー１５を含む。位相調整器１２は、半導体光増幅器１１の後部に
固定されている。固定エタロン１３、液晶エタロン１４およびミラー１５は、半導体光増
幅器１１および位相調整器１２の後方に順に配置されている。
【００３９】
　半導体光増幅器１１は、制御部５０の指示に従って、所定の有効波長帯域を有する入力
光にゲインを与えてレーザ光を出力する。半導体光増幅器１１の前部にはミラー１６が設
けられている。位相調整器１２の屈折率は、制御部５０から与えられる電気信号に応じて
変化する。位相調整器１２の屈折率が変化すると、外部共振器部１０の縦モードの位相が
変化する。位相調整器１２を透過した透過光は、固定エタロン１３に入射される。
【００４０】
　固定エタロン１３は、所定の波長周期で光を透過するバンドパスフィルタからなる。そ
れにより、固定エタロン１３に入射された光は、所定のピークを有する光となって固定エ
タロン１３から液晶エタロン１４に対して射出される。また、固定エタロン１３は、半導
体光増幅器１１からの光に対して傾斜するように配置されている。本実施例においては、
固定エタロン１３は、８８チャネル以上のエタロンピークを有する。以下、エタロンが透
過光に与える波長ピークのことをエタロンピークと呼ぶ。なお、固定エタロンとは、入射
光に対する屈折率が一定であるエタロンのことをいう。
【００４１】
　液晶エタロン１４は、所定の波長周期で光を透過する液晶型バンドパスフィルタからな
る。液晶エタロン１４の屈折率は、制御部５０から印加される電圧に応じて変化する。液
晶エタロン１４のエタロンピークの位相は、液晶エタロン１４の屈折率が変化することに



(6) JP 5008831 B2 2012.8.22

10

20

30

40

50

より変化する。また、液晶エタロン１４は、半導体光増幅１１からの光に対して傾斜する
ように配置されている。ミラー１５は、液晶エタロン１４を透過する光を反射する。ミラ
ー１５は、入射光の一部を反射する一部反射ミラーであってもよく、全反射ミラーであっ
てもよい。
【００４２】
　半導体光増幅器１１により増幅された光は、半導体光増幅器１１のミラー１６により反
射され、位相調整器１２、固定エタロン１３および液晶エタロン１４を透過してミラー１
５に入射される。ミラー１５に入射される光は、ミラー１５により反射され、液晶エタロ
ン１４、固定エタロン１３および位相調整器１２を透過し、半導体光増幅器１１のミラー
１６により反射される。このように、半導体光増幅器１１により増幅された光は、ミラー
１５とミラー１６との間で共振し、外部共振器部１０の外部に出力される。
【００４３】
　出力部２０は、ビームスプリッタ２１およびシャッタ２２を含む。ビームスプリッタ２
１は、外部共振器部１０から与えられた光の一部を透過してシャッタ２２に与えるととも
に、外部共振器部１０から与えられた光の一部を反射して波長モニタ部３０に与える。シ
ャッタ２２は、制御部５０の指示に従って、ビームスプリッタ２１から与えられた光の外
部への出力を制御する。それにより、レーザ装置１００が出力する光の波長、出力パワー
、位相等の調整を行う際に不安定な光の外部出力を停止することができる。
【００４４】
　波長モニタ部３０は、ビームスプリッタ３１、ロッカ用エタロン３２および光検知素子
３３，３４，３５を含む。ビームスプリッタ３１は、ビームスプリッタ２１から与えられ
た光の一部を透過してロッカ用エタロン３２に与えるとともに、ビームスプリッタ２１か
ら与えられた光の一部を反射して光検知素子３４に与える。ロッカ用エタロン３２に与え
られた光は、所定の周期の波長ピークを有する光となって光検知素子３３に与えられる。
【００４５】
　光検知素子３３は、ロッカ用エタロン３２から与えられた光の光強度を測定し、制御部
５０に測定結果を与える。光検知素子３４は、ビームスプリッタ３１から与えられた光の
光強度を測定し、制御部５０に測定結果を与える。また、液晶エタロン１４が半導体光増
幅器１１からの光に対して傾斜していることから、ミラー１５により反射される光の一部
は、液晶エタロン１４により反射される。光検知素子３５は、液晶エタロン１４により反
射される光の光路上に配置されている。光検知素子３５は、液晶エタロン１４により反射
される光の光強度を測定し、制御部５０に測定結果を与える。
【００４６】
　外部共振器部１０、出力部２０および波長モニタ部３０は、温度制御装置４０上に配置
されている。温度制御装置４０は、制御部５０の指示に従って、一定の温度を保持する。
それにより、外部共振器部１０、出力部２０および波長モニタ部３０の温度が一定に保持
され、レーザ装置１００から出力される光の波長が安定化する。また、温度制御装置４０
は、内部に温度センサ（図示せず）を備える。この温度センサは、温度制御装置４０の温
度を制御部５０に与える。なお、温度制御装置４０の温度を制御することにより、液晶エ
タロン１４およびロッカ用エタロン３２のエタロンピークを調整することもできる。
【００４７】
　制御部５０は、ＣＰＵ（中央演算処理装置）、ＲＯＭ（リードオンリメモリ）等から構
成される。制御部５０のＲＯＭには、レーザ装置１００の制御データ２００が格納されて
いる。制御部５０は、制御データ２００に基づいて、半導体光増幅器１１、位相調整器１
２、液晶エタロン１４、光検知素子３３，３４，３５、シャッタ２２および温度制御装置
４０の制御を行う。
【００４８】
　次に、レーザ装置１００の制御データ２００について説明する。図２は、レーザ装置１
００の制御データ２００を説明する図である。図２（ａ）は制御データ２００のテーブル
を示し、図２（ｂ）は制御データ２００が格納される記録媒体を示し、図２（ｃ）は制御



(7) JP 5008831 B2 2012.8.22

10

20

30

40

50

データ２００が利用者に送信される様子を示す図である。
【００４９】
　図２（ａ）に示すように、制御データ２００は、初期データ２００ａおよび目標データ
２００ｂを含む。初期データ２００ａは、温度制御装置４０が所定の温度である場合にお
ける半導体光増幅器１１の制御電流値、位相調整器１２の制御電気信号、液晶エタロン１
４の制御電圧値、光検知素子３３，３４，３５のターゲット電流値および温度制御装置４
０の温度を含む。目標データ２００ｂは、目標値１，２を含む。それぞれの電圧値、電流
値および目標値１，２は、固定エタロン１３の各チャネルごとに設定されている。目標値
１はレーザ装置１００の目標出力光強度であり、目標値２はレーザ装置１０００の出力光
の目標位相である。
【００５０】
　初期データ２００ａは、図１の制御部５０が半導体光増幅器１１、位相調整器１２およ
び液晶エタロン１４の初期化を行う際に用いられる。このように、あらかじめ設定されて
いる制御データ２００に基づいてレーザ装置１００の出力光の初期化を行うことができる
。また、目標データ２００ｂの目標値１，２は、レーザ装置１００の出力光の初期化後に
制御部５０がレーザ装置１００の出力光強度および位相を制御する際に用いられる。
【００５１】
　次に、制御データ２００の作成方法について説明する。まず、温度制御装置４０の温度
が所定の温度になるように、制御部５０により温度制御装置４０を制御する。次いで、ビ
ームスプリッタ２１から出力されるレーザ光のピーク波長および光強度が所定の値になる
ように、制御部５０により外部共振器部１０および波長モニタ部３０を制御する。この場
合の半導体光増幅器１１の制御電流値、位相調整器１２の制御電気信号、液晶エタロン１
４の制御電圧値、光検知素子３３，３４，３５のターゲット電流値および温度制御装置４
０のサーミスタによる検知結果を制御部５０のＲＯＭに記録する。また、レーザ装置１０
０の目標出力光強度およびレーザ装置１００の出力光の目標波長を制御部５０のＲＯＭに
記録する。以上の作業を固定エタロン１３の各チャネルごとに行う。以上の作業により、
制御データ２００が作成される。
【００５２】
　また、図２（ｂ）に示すように、制御データ２００は、記録媒体２０１に格納されてい
る。記録媒体２０１としては、半導体メモリ、磁気ディスク、ＣＤ－ＲＯＭ等の可搬媒体
を用いることができる。制御部５０は、記録媒体２０１に格納されている制御データ２０
０を用いて、レーザ装置１００が出力する光の波長の制御を行う。また、図２（ｃ）に示
すように、制御データ２００は、インターネット２０２等の電子的送信手段により利用者
があらかじめ準備する記録媒体に記録される。
【００５３】
　次に、レーザ装置１００の制御方法について説明する。図３は、レーザ装置１００の制
御方法について説明する図である。図３（ａ）は液晶エタロン１４のエタロンピーク帯域
を示す図であり、図３（ｂ）は固定エタロン１３のエタロンピーク帯域を示す図であり、
図３（ｃ）は外部共振器部１０の縦モードを示す図である。図３（ａ）～図３（ｃ）の横
軸は波長を示し、図３（ａ）～図３（ｃ）の縦軸は透過光強度を示す。ここで、エタロン
ピーク帯域とは、エタロンピークを含みかつ相対的に高い透過性を有する波長帯域のこと
をいう。
【００５４】
　図３（ａ）の実線は初期データ２００ａに基づいた液晶エタロン１４のエタロンピーク
帯域を示し、図３（ｃ）の実線は初期データ２００ａに基づいて発生した外部共振器部１
０の縦モードを示す。図１の外部共振器部１０において共振する光の光強度は、液晶エタ
ロン１４のエタロンピーク帯域、固定エタロン１３のエタロンピーク帯域および外部共振
器部１０の縦モードの合成ピークの光強度になる。
【００５５】
　まず、制御部５０は、制御データ２００の初期データ２００ａを用いて、液晶エタロン
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１４に印加する電圧、位相調整器１２に与える電気信号および半導体光増幅器１１に与え
る電気信号を制御する。本実施例においては、液晶エタロン１４のエタロンピーク帯域、
固定エタロン１３のエタロンピーク帯域および位相調整器１２の縦モードが重なる波長域
において、固定エタロン１３の所望のエタロンピークおよび位相調整器１２の所望の縦モ
ードは液晶エタロン１４のエタロンピークよりも短波長側に存在する。この場合、外部共
振器部１０において共振する光の光強度は、図３（ａ）の点Ｐで示される光強度になる。
【００５６】
　次に、制御部５０は、外部共振器部１０の縦モードが固定エタロン１３のエタロンピー
クに一致するように位相調整器１２の縦モードを制御する。この場合、固定エタロン１３
を透過する透過光の光強度が増大するように外部共振器部１０の縦モードを制御する。な
お、光検知素子３３，３４の検知結果を用いて位相調整器１２に与える電気信号を制御す
ることにより、外部共振器部１０の縦モードを制御することができる。この場合、外部共
振器部１０において共振する光の光強度は、図３（ａ）の点Ｒで示される光強度になる。
【００５７】
　次いで、制御部５０は、液晶エタロン１４のエタロンピークが固定エタロン１３のエタ
ロンピークに一致するように液晶エタロン１４のエタロンピークを制御する。この場合、
液晶エタロン１４を透過する透過光の光強度が増大するように液晶エタロン１４のエタロ
ンピークを制御する。なお、光検知素子３４，３５の検知結果を用いて液晶エタロン１４
に印加する電圧を制御することにより、液晶エタロン１４のエタロンピークを制御するこ
とができる。この場合、外部共振器部１０において共振する光の光強度は、図３（ａ）の
点Ｓで示される光強度になる。
【００５８】
　次に、制御部５０は、制御データ２００ａに基づいて半導体光増幅器１１に与える電流
を制御することにより、レーザ装置１００から出力される光の光強度および位相を調整す
る。以上の行程により、レーザ装置１００から出力される光の波長および光強度が調整さ
れる。なお、制御部５０は、外部共振器部１０の縦モードを固定エタロン１３のエタロン
ピークに一致させた後、外部共振器部１０の縦モードが固定エタロン１３のエタロンピー
クに常に一致するように、位相調整器１２に与える電気信号を制御する。
【００５９】
　以上のように、本実施例に係るレーザ装置１００を用いることにより、外部に出力され
る光の波長が所望の波長になるように制御されるとともに、外部に出力される光の光強度
を所望の強度に制御する際の電力効率が向上する。
【００６０】
　なお、本実施例においては、液晶エタロン１４のエタロンピーク帯域、固定エタロン１
３のエタロンピーク帯域および外部共振器部１０の縦モードが重なる波長域において、固
定エタロン１３のエタロンピークおよび外部共振器部１０の縦モードは液晶エタロン１４
のエタロンピークよりも短波長側に存在するが、長波長側にあっても構わない。
【００６１】
　また、本実施例においては、外部共振器部１０の縦モードが固定エタロン１３のエタロ
ンピークに一致するように位相調整器１２が制御されているが、外部共振器１０の縦モー
ドが固定エタロン１３のエタロンピーク側に変化するように位相調整器１２を制御すれば
本発明の効果が得られる。同様に、液晶エタロン１４のエタロンピークが固定エタロン１
３のエタロンピークに一致するように液晶エタロン１４のエタロンピークが制御されてい
るが、液晶エタロン１４のエタロンピークが固定エタロン１３のエタロンピーク側に変化
するように液晶エタロン１４を制御すれば本発明の効果が得られる。
【００６２】
　続いて、波長切換方法について説明する。まず、制御部５０は、図３で説明したように
、半導体光増幅器１１、位相調整器１２、液晶エタロン１４を制御する。次に、制御部５
０は、シャッタ２２により、外部共振器部１０からの光の外部への出力を停止する。この
場合、外部共振器部１０においては光の共振は常に行われている。
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【００６３】
　次いで、制御部５０は、制御データ２００の初期データ２００ａの他のチャネルになる
ように、液晶エタロン１４に印加する電圧、位相調整器１２に与える電気信号および半導
体光増幅器１１に与える電気信号を制御する。それにより、液晶エタロン１４のエタロン
ピークおよび外部共振器部１０の縦モードが、固定エタロン１３の他のエタロンピークと
重複するようになる。次に、制御部５０は、図３で説明したレーザ装置の制御方法に従っ
て、半導体光増幅器１１、位相調整器１２、液晶エタロン１４を制御する。
【００６４】
　以上のことから、レーザ装置１００が出力する光の波長、出力パワー、位相等の調整を
行う際に不安定な光が外部に出力されるこことを停止することができるとともに、チャネ
ル切換後に外部に出力される光の波長が所望の波長になるように効率よく制御される。
【００６５】
　本実施例においては、液晶エタロン１４が波長選択手段に相当し、外部共振器部１０が
共振器に相当し、制御部５０が制御手段およびレーザ装置の制御装置に相当し、固定エタ
ロン１３がエタロンおよび第２のエタロンに相当し、ロッカ用エタロン３２が第３のエタ
ロンに相当し、光検知素子３３が光検知手段に相当し、シャッタ２２が外部出力制御手段
に相当し、位相調整器１２が位相調整手段に相当し、初期データ２００ａが第１の制御値
および第２の制御値に相当し、目標データ２００ｂが第１の目標値および第２の目標値に
相当し、エタロンピーク帯域が透過波長範囲に相当する。
【実施例２】
【００６６】
　次に、第２実施例に係るレーザ装置１００ａについて説明する。レーザ装置１００ａの
構成は、図１のレーザ装置１００の構成と同様である。以下、レーザ装置１００ａの制御
方法について説明する。図４は、レーザ装置１００ａの制御方法について説明するための
図である。図４の縦軸は液晶エタロン１４の光透過度を示し、図４の横軸は波長を示す。
【００６７】
　図４の実線は初期データ２００ａに基づいた液晶エタロン１４のエタロンピーク帯域を
示す。本実施例においては、外部共振器部１０の所望の縦モードは、液晶エタロン１４の
エタロンピークよりも長波長側になるように設定されている。また、液晶エタロン１４の
エタロンピーク帯域に固定エタロン１３のエタロンピークが複数含まれる。
【００６８】
　この場合、液晶エタロン１４のエタロンピーク帯域と固定エタロン１３のエタロンピー
クとの重複ピークのうち出力光強度の許容値の下限を超えるピークの光がレーザ装置１０
０ａの外部に出力されるが、上記重複ピークのうち他のピークの光もレーザ装置１００ａ
の外部に出力されるおそれがある。そこで、本実施例においては、制御部５０は、以下の
制御を行う。
【００６９】
　まず、制御部５０は、制御データ２００の初期データ２００ａを用いて、液晶エタロン
１４に印加する電圧、位相調整器１２に与える電気信号および半導体光増幅器１１に与え
る電気信号を制御する。本実施例においては、液晶エタロン１４のエタロンピーク帯域、
固定エタロン１３のエタロンピーク帯域および位相調整器１２の縦モードが重なる波長域
において、固定エタロン１３のエタロンピークおよび位相調整器１２の縦モードは液晶エ
タロン１４のエタロンピークまたはエタロンピークよりも長波長側に存在する。
【００７０】
　この場合、長波長側の液晶エタロン１４の光透過度が低下することから、長波長側の上
記重複ピークの光強度が減少する。したがって、長波長側の上記重複ピークが外部に出力
されることが抑制される。なお、所望の波長ピークの光強度は出力光強度の許容値の下限
を下回らない範囲で低下することから、所望の波長光の出力が停止することはない。
【００７１】
　一方、液晶エタロン１４のエタロンピークが短波長側に変化すると、短波長側の液晶エ
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タロン１４の光透過度が増大する。しかしながら、半導体光増幅器１１のゲインが発振波
長の短波長側において小さくなることから、短波長側の上記重複ピークの光強度の増大化
は抑制される。したがって、短波長側の上記重複ピークが外部に出力されることが抑制さ
れる。
【００７２】
　以上のように、液晶エタロン１４のエタロンピーク帯域に固定エタロン１３のエタロン
ピークが複数含まれる場合でも、液晶エタロン１４のエタロンピークを短波長側に変化さ
せることにより、複数のピーク波長の光が外部に出力されることが防止される。
【００７３】
　次に、制御部５０は、図３の制御方法と同様に、外部共振器部１０の縦モードが固定エ
タロン１３のエタロンピークに一致するように位相調整器１２の縦モードを制御する。こ
の場合、固定エタロン１３を透過する透過光の光強度が増大するように外部共振器部１０
の縦モードを制御する。なお、光検知素子３３，３４の検知結果を用いて位相調整器１２
に与える電気信号を制御することにより、外部共振器部１０の縦モードを制御することが
できる。
【００７４】
　次いで、制御部５０は、液晶エタロン１４のエタロンピークが外部共振器部１０の発振
波長よりも短波長側になる範囲で、液晶エタロン１４のエタロンピークを制御する。この
場合、液晶エタロン１４のエタロンピークが長波長側に変化するように液晶エタロン１４
を制御すれば、液晶エタロン１４を透過する透過光の光強度が増大する。一方、液晶エタ
ロン１４のエタロンピークが短波長側に変化するように液晶エタロン１４を制御すれば、
外部共振器部１０の発振状態が維持される。
【００７５】
　次に、制御部５０は、半導体光増幅器１１に与える電気信号を制御することにより、レ
ーザ装置１００ａから出力される光の光強度を調整する。以上の行程により、レーザ装置
１００ａから出力される光の波長および光強度が調整される。なお、制御部５０は、外部
共振器部１０の縦モードを固定エタロン１３のエタロンピークに一致させた後、外部共振
器部１０の縦モードが固定エタロン１３のエタロンピークに常に一致するように、位相調
整器１２に与える電気信号を制御する。
【００７６】
　以上のように、本実施例に係るレーザ装置１００ａを用いることにより、外部に出力さ
れる光の波長が所望の波長になるように制御されるとともに、外部に出力される光の光強
度が所望の強度に制御される。また、複数のピーク波長の光が外部に出力されることが防
止される。
【００７７】
　また、本実施例においては、外部共振器部１０の縦モードが固定エタロン１３のエタロ
ンピークに一致するように位相調整器１２が制御されているが、位相調整器１２の縦モー
ドが固定エタロン１３のエタロンピーク側に変化するように位相調整器１２を制御すれば
本発明の効果が得られる。
【００７８】
　また、本実施例においても、第１実施例の波長切換方法と同様の方法を用いれば、レー
ザ装置１００ａが出力する光の波長、出力パワー、位相等の調整を行う際に不安定な光が
外部に出力されるこことを停止することができるとともに、チャネル切換後に外部に出力
される光の波長が所望の波長になるように効率よく制御される。
【００７９】
　なお、本発明に係るレーザ装置１００，１００ａは、出力光の波長選択精度を向上させ
るために位相調整器１２および固定エタロン１３を備えるが、必ずしも必要な構成部品で
はない。例えば、液晶エタロン１４により出力光の波長を変化させることにより本発明の
効果が得られる。
【図面の簡単な説明】
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【００８０】
【図１】第１実施例に係るレーザ装置の全体構成を示す模式図である。
【図２】レーザ装置の制御データを説明する図である。
【図３】レーザ装置の制御方法について説明する図である。
【図４】レーザ装置の制御方法について説明する図である。
【符号の説明】
【００８１】
　１０　外部共振器部
　１１　半導体光増幅器
　１２　位相調整器
　１３　固定エタロン
　１４　液晶エタロン
　１５　ミラー
　２０　出力部
　２２　シャッタ
　３０　波長モニタ部
　３２　ロッカ用エタロン
　３３，３４，３５　光検知素子
　４０　温度制御装置
　５０　制御部
　２００　制御データ
　２００ａ　初期データ
　２００ｂ　目標データ

【図１】 【図２】
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